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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第66期

第２四半期
連結累計期間

第67期
第２四半期
連結累計期間

第66期

会計期間
自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日

自 平成30年４月１日
至 平成30年９月30日

自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日

売上高 (千円) 13,420,752 14,477,135 28,281,124

経常利益 (千円) 659,191 520,461 1,258,720

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(千円) 416,901 149,701 764,883

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 866,087 313,126 1,229,679

純資産額 (千円) 45,905,440 45,995,638 46,123,666

総資産額 (千円) 64,715,854 65,554,545 65,519,730

１株当たり四半期(当期)純利益 (円) 8.61 3.09 15.80

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 66.5 66.1 66.0

営業活動によるキャッシュ・フロー (千円) 579,529 916,025 1,989,828

投資活動によるキャッシュ・フロー (千円) 240,606 △163,492 11,398

財務活動によるキャッシュ・フロー (千円) △234,422 △182,659 △637,710

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 6,932,586 8,366,295 7,710,475

回次
第66期

第２四半期
連結会計期間

第67期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成29年７月１日
至 平成29年９月30日

自 平成30年７月１日
至 平成30年９月30日

１株当たり四半期純利益
又は１株当たり四半期純損失（△）

(円) 4.13 △1.47

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

いない。

２．売上高には、消費税等は含まれていない。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載していな

い。

４．「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）等を第１四半

期連結会計期間の期首から適用しており、前第２四半期連結累計期間及び前連結会計年度に係る主要な経

営指標等については、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっている。
　

２ 【事業の内容】
当第２四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はな

い。また、主要な関係会社についても異動はない。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】
当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等

のリスク」についての重要な変更はない。

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものである。

なお、「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）等を第１四半期

連結会計期間の期首から適用しており、財政状態の状況については、当該会計基準等を遡って適用した後の数値で前

連結会計年度との比較・分析を行っている。

(1) 財政状態及び経営成績の状況

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、個人消費や民間設備投資がやや持ち直すとともに、雇用情勢

が逼迫し企業業績が改善するなど、景気が緩やかに回復している状況にある。

　一方、線材加工製品業界においては、建築向け及び製造業向けの需要が回復傾向にあるものの、土木向けの需要

低迷に加え、獣害防護柵に関する公共予算の一層の縮小等により、市場環境は依然として厳しい状況が継続してい

る。また、主副原料価格の上昇等の大幅なコストプッシュに直面しており、これらの調達コスト増を製品価格に適

切に転嫁することが収益を確保する上で不可欠となっている。

　このような状況の中、当社グループは収益改善に向けて積極的に取り組んだ結果、財政状態及び経営成績は以下

のとおりとなった。

　a．財政状態

　（資産の部）

当第２四半期連結会計期間末の総資産は65,554百万円となり、前連結会計年度末に比べ34百万円の増加となっ

た。流動資産は31,409百万円となり、前連結会計年度末に比べ732百万円の増加となった。これは主に現金及び預金

の増加によるものである。固定資産は34,144百万円となり、前連結会計年度末に比べ697百万円の減少となった。こ

れは主に長期貸付金と投資有価証券の減少によるものである。

　

　（負債の部）

当第２四半期連結会計期間末の負債合計は19,558百万円となり、前連結会計年度末に比べ162百万円の増加となっ

た。流動負債は12,162百万円となり、前連結会計年度末に比べ1,920百万円の増加となった。これは主に１年内返済

予定の長期借入金の増加によるものである。固定負債は7,396百万円となり、前連結会計年度末に比べ1,757百万円

の減少となった。これは主に長期借入金の減少によるものである。

　

　（純資産の部）

当第２四半期連結会計期間末の純資産合計は45,995百万円となり、前連結会計年度末に比べ128百万円の減少とな

った。この結果、自己資本比率は66.1％となった。

　

　b．経営成績

当第２四半期連結累計期間の経営成績については、売上高は品種構成の好転を含めた販売価格の改善並びに販売

数量の増加により、14,477百万円と前年同期に比べ1,056百万円（7.9％）の増収となった。

　利益面においては、主副原料価格上昇等のコスト増に対して、販価改善や数量増、コスト削減等の収益改善が上

回ったものの、在庫評価益の減少により、営業利益は333百万円と前年同期に比べ122百万円（△26.9％）の減益、

経常利益は520百万円と前年同期に比べ138百万円（△21.0％）の減益、親会社株主に帰属する四半期純利益は災害

による損失308百万円を計上したことにより、149百万円と前年同期に比べ267百万円（△64.1％）の減益となった。

なお、被災した資産には保険を付保しており保険金の受取りが見込まれる。

セグメントごとの経営成績は、次のとおりである。

また、セグメント利益は、営業利益ベースの数値である。
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普通線材製品

普通線材を素材とした各種めっき鉄線、また、めっき鉄線を素線とした加工製品からなり、公共土木向けの落石

防止網、じゃかご及び民間向けの各種フェンス等に使用されている。

　売上高は、販売価格の改善及び国内製造業向けの販売数量の増加等により、4,464百万円と前年同期に比べ214百

万円（5.1％）の増収となった。

　セグメント利益は、販価改善やコスト削減等の収益改善があったものの、主副原料価格の上昇等のコスト増及び

在庫評価益の減少により、200百万円と前年同期に比べ７百万円（△3.7％）の減益となった。

　

特殊線材製品

特殊線材を素材とした硬鋼線、各種めっき鋼線、鋼平線、鋼より線、ワイヤロープ等からなり、電力・通信産業

向け、自動車産業向け及び公共土木向け等、多岐に渡って使用されている。

　売上高は、販売価格の改善並びに烟台基威特鋼線製品有限公司が新たに連結対象に加わったこと等により、7,216

百万円と前年同期に比べ317百万円（4.6％）の増収となった。

　セグメント利益は、販価改善やコスト削減等の収益改善があったものの、主副原料価格の上昇及び在庫評価益の

減少等により、24百万円と前年同期に比べ157百万円（△86.7％）の減益となった。

　

鋲螺線材製品

鋲螺線材を素材としたトルシア形高力ボルト、六角高力ボルト及びＧＮボルト等からなり、主として建築業向け

に使用されている。

　売上高は、販売価格の改善及び販売数量の増加等により、2,425百万円と前年同期に比べ484百万円（25.0％）の

増収となった。

　セグメント利益は、主原料価格の上昇等のコスト増を販価改善や数量増、コスト削減等の収益改善が上回ったこ

とにより、69百万円と前年同期に比べ46百万円（203.4％）の増益となった。

　

不動産賃貸

主に賃貸用不動産を所有・経営している。

　売上高は、67百万円と前年同期とほぼ同額（△0.5％）となり、セグメント利益も41百万円とほぼ同額（△0.9

％）となった。

　

その他

めっき受託加工及び副産物の売上高は、303百万円と前年同期に比べ39百万円（15.0％）の増収となったが、セグ

メント損失は１百万円と前年同期に比べ３百万円（前年同期は１百万円の利益）の減益となった。

　

(2) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、8,366百万円となり、前連

結会計期間末に比べ1,433百万円（20.7%）の増加となった。なお、当第２四半期連結累計期間における各キャッシ

ュ・フローの状況と主な要因は次のとおりである。

　

　（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は、916百万円となり、前年同四半期に比べ336百万円（58.1%）の増加となった。こ

れは主に、災害による損失の計上、未払消費税等の増減額の増加への転換、売上債権の減少額の増加、たな卸資産

の増加額の減少が税金等調整前四半期純利益の減少、仕入債務の増減額の減少への転換、減価償却費の減少を上回

ったことによるものである。
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　（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は、163百万円（前期に投資活動の結果得られた資金は240百万円）となった。これ

は主に、有価証券の売却による収入の減少、有形固定資産及び無形固定資産の取得による支出の増加、投資有価証

券の売却による収入の減少によるものである。

　（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は、182百万円となり、前年同四半期に比べ51百万円（△22.1%）の減少となった。

これは主に、長期借入金の純増減額の増加が短期借入金の純増減額の減少を上回ったことによるものである。

　

(3) 研究開発活動

当第２四半期連結累計期間の研究開発費の総額は14百万円である。

なお、当第２四半期連結累計期間において当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はない。

３ 【経営上の重要な契約等】
当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はない。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 117,243,000

計 117,243,000

② 【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成30年９月30日)

提出日現在発行数(株)
(平成30年11月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 51,755,478 51,755,478
東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数は100株である。

計 51,755,478 51,755,478 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項なし。

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項なし。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　 該当事項なし。

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成30年９月30日 ― 51,755,478 ― 10,720,068 ― 10,888,032

決算短信（宝印刷） 2018年11月08日 13時09分 5ページ（Tess 1.50(64) 20180621_01）



― 6 ―

(5) 【大株主の状況】

平成30年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の

総数に対する
所有株式数
の割合(％)

新日鐵住金株式会社 東京都千代田区丸の内２－６－１ 11,674 24.12

日亜興産株式会社 大阪府大阪市中央区東心斎橋２－１－３ 3,575 7.39

日亜鋼業取引先持株会 尼崎市中浜町19 2,338 4.83

株式会社池田泉州銀行 大阪府大阪市北区茶屋町18－14 2,040 4.22

BBH BOSTON FOR NOMURA JAPAN
SMALLER CAPITALIZATION FUND
620065
（常任代理人 株式会社みずほ銀
行決済営業部）

180 MAIDEN LANE,NEW YORK,NEW YORK 10038
U.S.A
（東京都港区港南２－15－１）

1,983 4.10

株式会社三菱UFJ銀行 東京都千代田区丸の内２－７－１ 1,845 3.81

日本トラスティ・サービス信託銀
行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海１－８－11 1,768 3.65

日亜鋼業従業員持株会 尼崎市中浜町19 1,118 2.31

株式会社みなと銀行 神戸市中央区三宮町２－１－１ 1,008 2.08

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１－６－６ 971 2.01

計 ― 28,324 58.52

(注) １．上記ほか当社所有の自己株式3,357千株がある。

　 ２．大株主は、平成30年９月30日現在の株主名簿に基づくものである。

株式会社三菱UFJフィナンシャル・グループから平成30年４月16日付で関東財務局長に提出された変更

報告書により、平成30年４月９日現在で以下の株式を所有している旨の報告を受けているが、当社とし

て当第２四半期会計期間末における実質所有株式数の確認ができないので、上記大株主の状況では考慮

していない。

変更報告書の内容は以下のとおりである。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

(千株)
株券等保有割合(％)

株式会社三菱UFJ銀行 東京都千代田区丸の内２－７－１ 1,845 3.57

三菱UFJ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内１－４－５ 568 1.10

三菱UFJ国際投信株式会社 東京都千代田区有楽町１－12－１ 86 0.17

野村アセットマネジメント株式会社から平成28年10月６日付で関東財務局長に提出された変更報告書に

より、平成28年９月30日現在で以下の株式を所有している旨が記載されているものの、当社として当第

２四半期会計期間末における実質所有株式数の確認ができないので、上記大株主の状況では考慮してい

ない。

変更報告書の内容は以下のとおりである。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

(千株)
株券等保有割合(％)

野村アセットマネジメント株式会社 東京都中央区日本橋１－12－１ 3,116 6.02
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成30年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 3,357,000

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 48,335,400 483,354 ―

単元未満株式 普通株式 63,078 ― ―

発行済株式総数 51,755,478 ― ―

総株主の議決権 ― 483,354 ―

(注) １．「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,300株(議決権13個)含

まれている。

２．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式が12株含まれている。

② 【自己株式等】

平成30年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
兵庫県尼崎市中浜町19番地 3,357,000 ― 3,357,000 6.49

日亜鋼業株式会社

計 ― 3,357,000 ― 3,357,000 6.49

２ 【役員の状況】

該当事項なし。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成している。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成30年７月１日から平成

30年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成30年４月１日から平成30年９月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けている。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成30年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 11,510,475 12,166,295

受取手形及び売掛金 ※１ 8,038,867 ※１ 8,131,261

電子記録債権 ※１ 1,914,308 ※１ 1,751,687

有価証券 300,564 -

製品 5,299,852 5,537,306

仕掛品 920,071 952,186

原材料及び貯蔵品 2,167,471 2,260,872

その他 529,989 614,683

貸倒引当金 △4,757 △4,745

流動資産合計 30,676,842 31,409,546

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 4,048,156 3,919,347

機械装置及び運搬具（純額） 3,414,437 3,622,222

土地 9,110,955 9,110,955

建設仮勘定 44,084 87,423

その他（純額） 160,121 160,747

有形固定資産合計 16,777,755 16,900,697

無形固定資産

ソフトウエア 513,603 486,319

ソフトウエア仮勘定 53,152 -

その他 4,351 4,123

無形固定資産合計 571,106 490,442

投資その他の資産

投資有価証券 15,592,026 15,290,917

長期貸付金 403,742 -

退職給付に係る資産 173,726 180,032

繰延税金資産 2,081 3,711

破産更生債権等 175,154 85,074

その他 1,272,701 1,308,014

貸倒引当金 △125,407 △113,890

投資その他の資産合計 17,494,025 16,753,859

固定資産合計 34,842,887 34,144,998

資産合計 65,519,730 65,554,545
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成30年９月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※１ 3,515,066 ※１ 3,630,868

電子記録債務 ※１ 2,187,462 ※１ 2,016,484

短期借入金 2,012,957 1,882,400

1年内返済予定の長期借入金 734,000 2,760,000

未払金 799,993 729,936

未払法人税等 345,542 231,206

賞与引当金 235,171 241,456

災害損失引当金 - 202,437

その他 412,456 468,081

流動負債合計 10,242,650 12,162,871

固定負債

長期借入金 6,001,000 4,086,000

繰延税金負債 1,011,928 1,136,860

役員退職慰労引当金 177,632 183,898

退職給付に係る負債 1,913,178 1,933,633

その他 49,674 55,643

固定負債合計 9,153,413 7,396,035

負債合計 19,396,063 19,558,907

純資産の部

株主資本

資本金 10,720,068 10,720,068

資本剰余金 10,888,051 10,888,051

利益剰余金 20,969,548 20,748,051

自己株式 △1,021,075 △1,021,247

株主資本合計 41,556,593 41,334,923

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 1,426,527 1,750,473

繰延ヘッジ損益 - △368

為替換算調整勘定 367,517 356,080

退職給付に係る調整累計額 △96,078 △87,228

その他の包括利益累計額合計 1,697,965 2,018,957

非支配株主持分 2,869,107 2,641,757

純資産合計 46,123,666 45,995,638

負債純資産合計 65,519,730 65,554,545
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

(単位：千円)
前第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
　至 平成30年９月30日)

売上高 13,420,752 14,477,135

売上原価 10,868,841 11,847,561

売上総利益 2,551,910 2,629,574

販売費及び一般管理費 ※１ 2,095,258 ※１ 2,295,602

営業利益 456,651 333,972

営業外収益

受取利息 71,364 62,718

受取配当金 136,788 137,722

有価証券売却益 5,723 1,955

太陽光売電収入 37,201 34,852

受取賃貸料 14,604 15,654

雑収入 34,369 57,349

営業外収益合計 300,051 310,252

営業外費用

支払利息 33,847 38,754

持分法による投資損失 38,517 53,544

太陽光売電原価 20,060 18,544

雑支出 5,084 12,919

営業外費用合計 97,511 123,763

経常利益 659,191 520,461

特別利益

投資有価証券評価益 - 16,065

特別利益合計 - 16,065

特別損失

投資有価証券評価損 111 -

固定資産除売却損 2,722 20,400

解体撤去費用 21,562 34,925

災害による損失 - ※２ 308,957

特別損失合計 24,395 364,282

税金等調整前四半期純利益 634,796 172,244

法人税等 162,616 124,763

四半期純利益 472,179 47,480

非支配株主に帰属する四半期純利益又は
非支配株主に帰属する四半期純損失（△）

55,278 △102,221

親会社株主に帰属する四半期純利益 416,901 149,701
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

(単位：千円)
前第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
　至 平成30年９月30日)

四半期純利益 472,179 47,480

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 373,922 319,244

繰延ヘッジ損益 - △669

為替換算調整勘定 △14,692 △50,320

退職給付に係る調整額 21,389 13,959

持分法適用会社に対する持分相当額 13,288 △16,567

その他の包括利益合計 393,907 265,646

四半期包括利益 866,087 313,126

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 812,099 429,153

非支配株主に係る四半期包括利益 53,987 △116,026
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

(単位：千円)
前第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
　至 平成30年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 634,796 172,244

減価償却費 776,573 742,566

貸倒引当金の増減額（△は減少） △109 △9,706

賞与引当金の増減額（△は減少） 7,371 6,285

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 39,101 39,133

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 13,686 6,266

災害損失 - 308,957

受取利息及び受取配当金 △208,152 △200,441

支払利息 33,847 38,754

持分法による投資損益（△は益） 38,517 53,544

有価証券売却損益（△は益） △5,723 △1,955

投資有価証券評価損益（△は益） 111 △16,065

固定資産除売却損益（△は益） 2,722 20,400

売上債権の増減額（△は増加） 40,612 240,371

たな卸資産の増減額（△は増加） △404,944 △252,014

仕入債務の増減額（△は減少） 41,970 △208,861

未払消費税等の増減額（△は減少） △221,193 44,493

その他 △123,576 6,215

小計 665,611 990,187

利息及び配当金の受取額 206,383 199,950

利息の支払額 △33,457 △38,822

法人税等の支払額 △259,008 △235,290

営業活動によるキャッシュ・フロー 579,529 916,025
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(単位：千円)
前第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
　至 平成30年９月30日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △3,400,000 △3,400,000

定期預金の払戻による収入 3,400,000 3,400,000

有価証券の売却による収入 637,846 301,955

投資有価証券の取得による支出 △1,881 △1,936

投資有価証券の売却による収入 50,754 27,046

有形固定資産の取得による支出 △415,897 △450,735

無形固定資産の取得による支出 △30,515 △39,851

貸付金の回収による収入 300 30

投資活動によるキャッシュ・フロー 240,606 △163,492

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 388,506 △100,000

長期借入れによる収入 - 500,000

長期借入金の返済による支出 △477,000 △389,000

自己株式の取得による支出 △96 △172

配当金の支払額 △145,831 △193,487

財務活動によるキャッシュ・フロー △234,422 △182,659

現金及び現金同等物に係る換算差額 2,011 △8,313

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 587,725 561,560

現金及び現金同等物の期首残高 6,344,861 7,710,475

連結の範囲の変更に伴う
現金及び現金同等物の増減額（△は減少）

- 94,259

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１ 6,932,586 ※１ 8,366,295
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

該当事項なし。

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日 至 平成30年９月30日)

連結の範囲の重要な変更

第１四半期連結会計期間より、重要性が増した烟台基威特鋼線製品有限公司を連結の範囲に含めている。

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日 至 平成30年９月30日)

税金費用の計算 税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前

当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半

期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算している。

(追加情報)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日 至 平成30年９月30日)

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）等を第１四半期

連結会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固

定負債の区分に表示している。

(四半期連結貸借対照表関係)

※１ 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処理している。

なお、当第２四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形を

満期日に決済が行われたものとして処理している。

前連結会計年度

(平成30年３月31日)

当第２四半期連結会計期間

(平成30年９月30日)

受取手形 644,754千円 548,145千円

電子記録債権 495,986千円 358,250千円

支払手形 191,666千円 211,549千円

電子記録債務 704,571千円 662,515千円

　２ 保証債務

　 連結会社以外の会社の金融機関からの借入に対して、次のとおり債務保証を行っている。

前連結会計年度

(平成30年３月31日)

当第２四半期連結会計期間

(平成30年９月30日)

TSN Wires Co., Ltd. 644,700千円 665,312千円

(189,617千THB) (190,089千THB)
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(四半期連結損益計算書関係)

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりである。

前第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
至 平成30年９月30日)

発送運賃 650,315千円 727,485千円

荷造費 170,832千円 194,215千円

貸倒引当金繰入額 △48千円 △9,429千円

役員報酬 111,638千円 122,664千円

給料 401,794千円 429,765千円

賞与引当金繰入額 61,638千円 66,126千円

退職給付費用 29,060千円 25,735千円

役員退職慰労引当金繰入額 17,308千円 18,779千円

福利厚生費 118,018千円 134,165千円

賃借料 60,736千円 61,860千円

雑費 473,915千円 524,233千円

※２ 災害による損失

平成30年９月の台風被害による損失額を計上しており、その内訳は被災した資産の復旧工事費用、固定資産除却

損、棚卸資産処分損、操業休止期間中の固定費である。このうち、災害損失引当金繰入額は202,437千円である。

なお、被災した資産には保険を付保しているが、保険金額が確定していないため計上していない。

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のと

おりである。

前第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
至 平成30年９月30日)

現金及び預金 10,732,586千円 12,166,295千円

預入期間が３か月超の定期預金 △3,800,000千円 △3,800,000千円

現金及び現金同等物 6,932,586千円 8,366,295千円
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(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年９月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月29日
定時株主総会

普通株式 145,199 3 平成29年３月31日 平成29年６月30日 利益剰余金

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末

日後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年11月10日
取締役会

普通株式 145,198 3 平成29年９月30日 平成29年12月５日 利益剰余金

当第２四半期連結累計期間(自 平成30年４月１日 至 平成30年９月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年６月28日
定時株主総会

普通株式 193,596 4 平成30年３月31日 平成30年６月29日 利益剰余金

(注) １株当たり配当額には創業110周年記念配当１円が含まれている。

　

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末

日後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年11月９日
取締役会

普通株式 145,195 3 平成30年９月30日 平成30年12月５日 利益剰余金

決算短信（宝印刷） 2018年11月08日 13時09分 17ページ（Tess 1.50(64) 20180621_01）



― 18 ―

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：千円)

報告セグメント
その他
（注）１

合計 調整額
四半期連結損益
計算書計上額

(注) ２
普通線材
製品

特殊線材
製品

鋲螺線材
製品

不動産
賃貸

計

売上高

外部顧客への売上高 4,249,792 6,898,545 1,940,730 68,208 13,157,276 263,475 13,420,752 ― 13,420,752

セグメント間の
内部売上高又は振替高

― ― ― ― ― ― ― ― ―

計 4,249,792 6,898,545 1,940,730 68,208 13,157,276 263,475 13,420,752 ― 13,420,752

セグメント利益 208,298 182,017 22,812 42,105 455,234 1,417 456,651 ― 456,651

(注) １. 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、めっき受託加工等を含んでいる。

　 ２. セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致している。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項なし。

　

　

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間(自 平成30年４月１日 至 平成30年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：千円)

報告セグメント
その他
（注）１

合計 調整額
四半期連結損益
計算書計上額

(注) ２
普通線材
製品

特殊線材
製品

鋲螺線材
製品

不動産
賃貸

計

売上高

外部顧客への売上高 4,464,442 7,216,267 2,425,505 67,894 14,174,110 303,025 14,477,135 ― 14,477,135

セグメント間の
内部売上高又は振替高

― ― ― ― ― ― ― ― ―

計 4,464,442 7,216,267 2,425,505 67,894 14,174,110 303,025 14,477,135 ― 14,477,135

セグメント利益又は
損失(△)

200,596 24,250 69,210 41,713 335,770 △1,798 333,972 ― 333,972

(注) １. 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、めっき受託加工等を含んでいる。

　 ２. セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致している。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項なし。
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(金融商品関係)

前連結会計年度末(平成30年３月31日)

　 　(単位：千円)

科目
連結

貸借対照表計上額
時価 差額 時価の算定方法

有価証券及び投資有価証券 12,636,906 12,636,906 ― （注）１

長期貸付金 403,742 451,109 47,367 （注）２

デリバティブ取引（※１） ― ― ― （注）３

（※１）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項

目については（ ）で示している。

　

当第２四半期連結会計期間末(平成30年９月30日)

　企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前連結会計年度の末日に比べて著しい変動

が認められるものは、次のとおりである。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは次表に

は含めていない。

　 　(単位：千円)

科目
四半期連結

貸借対照表計上額
時価 差額 時価の算定方法

有価証券及び投資有価証券 12,787,657 12,787,657 ― （注）１

長期貸付金 ― ― ― （注）２

デリバティブ取引（※１） (964) (964) ― （注）３

（※１）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項

目については（ ）で示している。

　

（注）１．有価証券及び投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券、投資信託等は取引所の価格又は取引金

融機関から提示された価格によっている。

なお、市場価格がなく時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は、次のとおりである。

(単位：千円)

区分 平成30年３月31日 平成30年９月30日

非上場株式 3,205,683 2,453,260

その他 50,000 50,000

（注）２．長期貸付金

これらの時価については、その将来キャッシュ・フローをスワップレート等適切な指標に信用スプレッド

を上乗せした利率で割り引いた現在価値より算定している。

（注）３．デリバティブ取引

これらの時価については、取引金融機関から提示された価格によっている。

決算短信（宝印刷） 2018年11月08日 13時09分 19ページ（Tess 1.50(64) 20180621_01）



― 20 ―

(有価証券関係)

前連結会計年度末(平成30年３月31日)

その他有価証券

区分 取得原価(千円)
連結貸借対照表
計上額(千円)

差額(千円)

株式 4,406,200 6,204,962 1,798,762

債券

社債 4,089,605 4,295,334 205,729

その他 1,865,400 1,904,368 38,968

その他 200,675 232,241 31,566

計 10,561,880 12,636,906 2,075,025

当第２四半期連結会計期間末(平成30年９月30日)

　その他有価証券が、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、当該有価証券の四半期

連結貸借対照表計上額その他の金額に前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められる。

その他有価証券

区分 取得原価(千円)
四半期連結貸借対照表

計上額(千円)
差額(千円)

株式 4,408,136 6,712,592 2,304,456

債券

社債 3,889,605 4,068,853 179,248

その他 1,765,400 1,783,410 18,010

その他 189,694 222,801 33,106

計 10,252,835 12,787,657 2,534,821

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりである。

項目
前第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
至 平成30年９月30日)

　１株当たり四半期純利益 ８円61銭 ３円９銭

　(算定上の基礎)

　親会社株主に帰属する四半期純利益(千円) 416,901 149,701

　普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

　普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益(千円)

416,901 149,701

　普通株式の期中平均株式数(株) 48,399,800 48,398,792

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載していない。

(重要な後発事象)

該当事項なし。
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２ 【その他】

　 平成30年11月９日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議した。

　 ① 配当金の総額 145,195千円

　 ② １株当たりの金額 ３円00銭

　 ③ 支払請求の効力発生日及び支払開始日 平成30年12月５日

　 （注）平成30年９月30日現在の株主名簿に記録された株主に対し、支払を行う。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項なし。
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